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   地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う 

関係条例の整備に関する条例 

 

 

 上記の議案を提出する。 
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提案理由 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴い，関係条

例を整備するため，提案するものであります。 
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調布市条例第   号  

 

 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う 

関係条例の整備に関する条例 

 

 

 （調布市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正）  

第１条 調布市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（昭和３０年

調布市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

  第３条に次の１項を加える。 

 ４ 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する第１項及

び第２項の規定の適用については，これらの規定中「３年を超えない範

囲内」とあるのは，「法第２２条の２第１項及び第２項の規定により任

命権者が定める任期の範囲内」とする。 

  第４条第２項中「いかなる給与」を「いかなる給与又は報酬」に改める｡ 

 （調布市職員の懲戒に関する条例の一部改正） 

第２条 調布市職員の懲戒に関する条例（昭和３０年調布市条例第２９号）

の一部を次のように改正する。 

  第３条中「給料」を「給料月額（地方公務員法第２２条の２第１項第１

号に掲げる職員については，報酬の額（調布市職員の給与に関する条例

（昭和３０年調布市条例第２１号）第９条に規定する通勤手当に相当する

報酬の額及び同条例第１２条に規定する時間外勤務手当に相当する報酬の

額を除く。））」に改める。 

  第４条第３項中「給与」を「給与又は報酬」に改める。 

（調布市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部改正） 

第３条 調布市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例（平成１４年調

布市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

  第１０条中「第２２条第１項」を「第２２条」に改める。 

 （外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の
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一部改正） 

第４条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条

例（平成５年調布市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第２項第３号中「第１項」を削る。 

 （職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部改正） 

第５条 職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例（昭和４１

年調布市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

  第１条及び第２条各号列記以外の部分中「給与」を「給与又は報酬」に

改め，同条第３号中「第３項」を「第３項又は第１９条」に改める。 

 （調布市議会議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）  

第６条 調布市議会議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年

調布市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

  第７条中「職員」を「職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号)

第２２条の２第１項第１号に掲げる職員を除く。以下同じ。）」に改める｡ 

 （調布市非常勤特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正) 

第７条 調布市非常勤特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和

３１年調布市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

  題名を次のように改める。 

    調布市非常勤職員の報酬，費用弁償及び期末手当に関する条例 

第１条中「特別職の」を削り，「及び費用弁償」を「，費用弁償及び期

末手当」に改める。 

  第２条第１８号を次のように改める。 

  (18) 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項第

１号に掲げる職員（以下「会計年度任用職員」という。） 

  第２条第１９号中「（昭和２５年法律第２６１号）」を削る。 

  第３条第１項中「第１８号」を「第１７号」に改め，同条第４項を同条

第５項とし，同条第３項中「前２項」を「第１項及び第３項」に改め，同

項を同条第４項とし，同条第２項を同条第３項とし，同条第１項の次に次

の１項を加える。 

 ２ 会計年度任用職員の報酬は，時間を単位として，１時間当たり 
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２，９５０円を超えない範囲とし，規則で定める。 

  第５条第２項第１号中「第４項」を「第５項」に，「第３項」を「第４ 

項」に改める。 

  第６条第２項ただし書中「第１９号」を「第１８号及び第１９号」に， 

「一般職の職員」を「一般職の職員（会計年度任用職員を除く。以下同じ｡)｣

に改める。 

  第７条を第８条とし，第６条の次に次の１条を加える。 

（期末手当） 

第７条 期末手当は，６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。)

にそれぞれ在職する会計年度任用職員で規則で定めるものに対して，そ

れぞれ基準日から起算して，３０日を超えない範囲内において市長の定

める日に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職し，又は死亡し

た会計年度任用職員で規則で定めるものについても，また同様とする。 

２ 期末手当の額は，前項の会計年度任用職員がそれぞれ基準日（退職し,

又は死亡した会計年度任用職員にあっては，退職し，又は死亡した日）

現在において受けるべき第３条第２項の規定により定められた報酬の額

を基礎として規則で定めるところにより算定した１箇月当たりの額に市

長が定める割合を乗じた額に，勤務実績等に基づき規則で定める割合を

乗じて得た額とする。 

３ 前項の市長が定める割合は，年間（４月１日から翌年３月３１日まで

をいう。）を通じて，調布市職員の給与に関する条例（昭和３０年調布

市条例第２１号）第１６条第４項に規定する割合を超えてはならない。 

４ 期末手当の不支給及び一時差止めは，一般職の職員の例による。 

５ 前各項に規定するもののほか，期末手当の支給について必要な事項は,

規則で定める。 

  附則を附則第１項とし，同項に見出しとして「（施行期日）」を付し，

附則に次の２項を加える。 

  （令和２年度及び令和３年度における報酬に関する特例） 

２ 令和２年度及び令和３年度における第３条第２項の規定の適用につい

ては，同項中「２，９５０円」とあるのは，「令和２年度にあっては 
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３，４２０円，令和３年度にあっては３，１６０円」とする。 

  （令和２年度及び令和３年度における期末手当に関する特例） 

 ３ 令和２年度及び令和３年度における第７条第３項の規定の適用につい

ては，同項中「調布市職員の給与に関する条例（昭和３０年調布市条例

第２１号）第１６条第４項に規定する割合」とあるのは，「令和２年度 

にあっては１００分の１００，令和３年度にあっては１００分の１８０｣

とする。 

  別表福祉会計専門員の項を削る。 

（調布市長等常勤特別職の職員の給与及び旅費に関する条例の一部改正） 

第８条 調布市長等常勤特別職の職員の給与及び旅費に関する条例（昭和

３１年調布市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第２項中「職員」を「職員（地方公務員法（昭和２５年法律第 

２６１号）第２２条の２第１項第１号に掲げる職員を除く。以下同じ。）｣

に改める。 

  第５条第４項中「（昭和２５年法律第２６１号）第２２条第５項」を

「第２２条の３第４項」に改める。 

 （調布市職員等の旅費に関する条例の一部改正） 

第９条 調布市職員等の旅費に関する条例（平成２０年調布市条例第６号）

の一部を次のように改正する。 

  第１条中「職員」を「一般職の職員（同法第２２条の２第１項第１号に

掲げる職員を除く。以下「対象職員」という。）」に改める。 

  第２条第２号中「職員」を「対象職員」に改め，同条第５号中「職員の｣

を「対象職員の」に，「職員と」を「当該職員と」に改める。 

  第４条第１項から第３項までの規定中「職員が」を「対象職員が」に改 

め，同条第４項を削り，同条第５項中「前２項」を「前項」に改め，「又 

は臨時に雇用される職員」を削り，「職員の」を「対象職員の」に改め， 

同項を同条第４項とし，同条第６項中「職員」を「対象職員」に改め，同 

項を同条第５項とし，同条第７項中「職員」を「対象職員」に改め，同項 

を同条第６項とする。 

  第５条第１項中「職員」を「対象職員」に改める。 
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  第１１条中「一般職の職員」を「対象職員」に改める。 

  第２７条第１項中「職員」を「対象職員」に改める。 

  第３０条中「職員について」を「対象職員について」に改める。 

 

 

   附 則 

 この条例は，令和２年４月１日から施行する。 


